
■プロフィール

理事長 湯浅 誠

■ちょっと心が温まる最近のエピソード

■団体概要

こども食堂を通じて、誰も取りこぼされない社会をつくるというビ
ジョンを掲げ、こども食堂が「地域共生社会」の核となる存在に
発展することを目的に活動している。地域ネットワーク団体の
立上げ・運営支援を行いこども食堂の普及を図る他、企業等
からの寄付仲介などを行い、こども食堂の運営強化と認知拡
大を図る。また、全国唯一の箇所数調査等の調査研究事業
も行なっている。それらを通じて、すべての地域住民がこども食
堂のような地域の居場所にアクセスできる状態の実現を目指
す。

認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ

社会活動家。

東京大学先端科学技術研究センター特任
教授。1990年代よりホームレス支援に従事
し、2009年から足掛け3年間内閣府参与に
就任。内閣官房社会的包摂推進室長、震
災ボランティア連携室長など。政策決定の現
場に携わったことで、官民協働とともに、日本
社会を前に進めるために民主主義の成熟が
重要と痛感する。著書に『つながり続ける こど
も食堂 』（中央公論社、2021年） など。

• こども食堂に参加していたひとり親家庭の保護者が、活動のボ
ランティアになった（受益者から支援者に）（諏訪）

• 休眠預金を活用して組織を立て直すことができただけでなく、他
の財源確保も可能となり、事業・財源・組織の成長につながっ
た（佐賀）

• 居場所の連絡会を立ち上げたら想定以上の方が意欲的に参
加をし、そのニーズがあったことに気づかされた（高槻）

• 組織の中でも情報が連携されていないことに気づかされた。まず
は知ってもらうことから、知り合うことからが大事だという気づき

（坂井）
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こども食堂とは

参加に条件がないーー78.4% 高齢者も参加ーー62.7%

子ども専用ーー4%
生活困窮者限定ーー5%

多世代交流が主たる目的（MA）ーー57.8%



3

こども食堂とは

人をタテにもヨコにも割らない（年齢・属性・所得で割らない）
公園のような場所

地域にもともと線はないので、住民間に線を引きたくない



こども食堂とは

○子どもを真ん中に置いた多世代交流の地域の居場所 ○2021年時点で全国に6,014箇所（前年比1,050箇所増）
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リシャール・ミルのチャリティ
ゴルフ（宮里優作プロ等）

イオンこども食堂応援団（イオングルー
プ全店での3回の店頭募金）

スタバ
のフー
ドロス
削減対
象商品
売上げ
の寄付

ポケモン
こども食
堂応援団。
全国キャ
ラバンな
ど

吉野家の牛丼提供
ファミリーマートの「ファミマこども食
堂」および店頭募金

岡田武史・サッカー日本代表元
監督のこども食堂（夢．今治）

吉本興業のこども食堂（沖
縄ラブ＆ピース専門学校） パセラのこども食堂

串カツ田中の未来食堂

「みんなで食べるとおいしいね」
地域の多世代交流拠点としてのこ
ども食堂を応援。地域密着型事業
展開の追求。
貧困の子に食事を、ではなく。

→2025年に2万箇所を目指す。
（全小学校区）
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〈支援〉

〈交流〉

子ども会・敬老会…

困窮者等
相談支援

ひとり親家庭
支援

虐待予防
（見守り強
化）

全世代交流

持続可能性と行政との関係をいかに考えるか
NPOとして見ず、自治会とパラレルに考える

自治会・町内会 こども食堂
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困窮者等
相談支援

ひとり親家庭
支援

虐待予防
（見守り強
化）
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〈支援〉

〈交流〉

◯ 「よりインクルーシブな地域づくり」という将来ビジョンからバックキャストで考えた場合、こども食堂の「出口」は
・民間主管の公益活動（〈交流〉による地域コミュニティづくり）を自律的に担いつつ、
・行政主管の公益活動（〈支援〉によるセーフティネット）を主体的・自由意志に基づいて機能的にONしていくこと

・主として、行政の委託・補助事業として実施
・課題のある子・保護者らに「気づき」「つなげ」「解決す
る」一連のプロセスの一部として機能し、セーフティネットの
一翼を担う
・こども食堂がどこまでこうした「行政協力業務」を担うかは、
それぞれのこども食堂が主体的かつ自由意志に基づき選択でき
るべき
・それを可能にするのが基盤部分の自律的運営

・主として、民間のリソースで自律的に展開
・地域の個人や事業者から会費や寄付を集め、自発性と多様性
を大切に運営していく部分
・資源の地域循環を促進し、地域共生社会、地域循環共生圏の
創造に寄与
・行政サービス化が目的ではない

【民間のリソースで自律的に運営】
行政は、普通交付税対応＋プラット
フォーマーとして民間応援団づくり

【行政との連携の中で対応】

公益活動における＜交流＞と＜支援＞の目指すべき「出口」
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全国3か所目、「ごみ出し」からの持続可能な地域コミュニティづくり
アミタは、資源循環機能とコミュニティ活性化機能を併合した資源回収ステー
ション「MEGURU STATION（めぐるステーション）」を宮城県南三陸町と奈良
県生駒市でも運営。「ごみ出し」行為をきっかけとした持続可能な地域コミュニ
ティづくりに取り組んできた。生駒市では、事業終了後に地元自治会による資源
回収ステーションの常設化、自主運営が実現している。
神戸市は2011年から容器包装プラスチックの資源循環に取り組んでいるが、リサ
イクルのための選別等の中間処理に多大な経費がかかり、リサイクル残渣物も大
量に発生。回収したプラスチックの再資源化率も低いといった課題を抱えている。
本事業でも、これまでと同様の資源回収ステーションを同市長田区内（調整中）
に設置して回収・リサイクルを行うとともに、リユース品の回収・交換スペース
や地域住民のコミュニケーションを促進する交流スペースも設けてプラスチック
の再資源化率向上と資源循環を起点とした地域コミュニティの活性化を目指すと
している。
https://cehub.jp/news/amita-megurukobe/

「地域」「循環型経済（サーキュラーエコノミー）」「ご
きげんな暮らし（Well-being）」が、時代のキーワードと
して浮上してきている、と感じます。多くの人々がそのエ
リアで大半のときを過ごす生活圏（地域）で、人・モノ・
カネを始めとするさまざまな資源をもっと循環させられた
ら、みんながもっとごきげんに暮らせるようになるーーそ
んな願いをもつ人が増えているように感じます。
そのような暮らしは、こども食堂だけでは到底実現できま
せんが、それでもこども食堂はその促進剤になれる潜在力
がある、その潜在力を最大限発揮できる環境を整えよう、
そのための取組みが今回の事業となります。
https://musubie.org/news/4948/

https://cehub.jp/news/amita-megurukobe/
https://musubie.org/news/4948/
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自治会

高齢者サロン

公民館

保育園

学校

市役所

民生委員

地元企業

JA・コープ

商工会

商店街

地域系行政系

社協

事業系

交流
防災

個別
支援

支援
協働

よりインクルーシブ
な地域づくり

（こども食堂／地域食堂の
地域共生拠点としての

インフラ化）

スポーツ

【必要なこと】

○行政系連携
・こども食堂「に」
つなぐ／「から」つ
なぐ
・自治体が居場所連
絡員を配置する（臨
時交付金活用）

○地域系連携
・災害時支援拠点と
して位置付け、自治
体が情報集約する
（cf民間避難所）

○事業系連携
・食材・資金の地域
循環の促進（企業版
ふるさと納税の活用
等）



従業員の社会貢献意識向上

強み：様々な領域（寄付、フードロス対策、従業員教育、地域貢献）での検討、地域ネット
ワーク団体との繋ぎ、アレンジ

弱み：大量の「冷蔵」「冷凍」食品の受け入れ


